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第１ 事業の概要 

 

１ 酪農等をめぐる情勢 

（１）経済の情勢 

令和７年度は、主要国における金融引締め政策の長期化や地政学的リスク

の継続に加え、米国の通商政策の変化等により、世界経済は先行き不透明な

状況で推移した。特に、米国の追加関税措置や各国の対抗的な通商対応によ

り、国際的な供給網や貿易環境への影響が懸念されたほか、中東地域ではイ

ランを巡る軍事的緊張の高まりや紛争の拡大により、原油価格や海上輸送コ

ストが不安定化し、世界経済に大きな影響を与えた。これにより、資源・エ

ネルギー価格や物流コストは高止まりし、経済活動への下押し要因となった。 

我が国経済は、賃上げの進展や設備投資の持ち直しが見られた一方、食品

や公共料金を中心とした物価上昇による実質所得の伸び悩みから個人消費

は抑制され、景気は緩やかな回復にとどまった。また、為替相場の変動や海

外需要の減速により、輸出関連産業を中心に経済活動への影響が見られたほ

か、エネルギー価格や輸入資材価格の上昇が企業収益や家計負担を圧迫した。 

 

（２）主要国及び国際市場の情勢 

主要国では、米国が鳥インフルエンザの影響からある程度脱し生産が回復

した一方、ＥＵでは環境規制への適応コスト増により、生産量は横ばいから

微減で推移した。 

国際市場では、東南アジア地域等で需要回復が見られた一方、経済回復の

遅れから輸入需要は盛り上がりを欠き、乳製品相場は一進一退の不安定な動

きとなった。 

 

（３）生乳需給の情勢 

飲用等向け需要は、上期は概ね前年並みであったものの、令和７年８月の

乳価引き上げに伴う価格改定の影響等により下期は減少した。生乳生産は、

上期は堅調に推移したものの、下期は減少に転じ、通年では前年に対し増加

した。学乳休止期などの不需要期における脱脂粉乳・バター等向け処理量は

前年度を上回ったが、関係者の尽力により処理不可能乳は発生しなかった。 

乳製品の需給は、脂肪分と無脂乳固形分の需要格差が解消に至らない中、

令和７年度より、不測の事態等による需給変動に対応する全国協調の取り組

みである「酪農乳業需給変動対策特別事業」へ参画し、第４四半期中に約８．

５千トンの在庫削減対策に取り組んだものの、脱脂粉乳期末在庫量は約１８

千トン増加した。 
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（４）酪農の情勢 

飼料価格や光熱動力費など生産資材価格は依然として高水準で推移し、酪

農経営は厳しい状況が継続した。こうした中、令和７年６月の乳製品向けお

よび８月の飲用等向けの乳価改定の効果により、一定の収支改善が見られた

ものの、長引く高コスト構造や人件費の上昇等の課題も重なり、離農傾向に

は歯止めがかからず、受託農家戸数は令和８年３月時点で９千２百戸（前年

同期比▲５．２％）となった。 

 

（５）農政の情勢 

農林水産省（以下、「農水省」という）は、令和７年４月１日に畜安法の省

令を改正し、指定団体が取引を拒める基準に関して、①季節的な変動要因を

超えた増減に係る解釈、②契約違反を繰り返す生産者への対応等についての

明確化等が盛り込まれた。このほか、令和７年度から農水省畜産局が所管す

る主要な酪農関係の補助金等の交付を受ける場合に、全国的な生乳需給安定

のための取組（生乳需給安定化事業）に対する拠出をしていること等を要件

とする「生乳需給安定クロスコンプライアンス」を段階的に導入することと

し、「酪農乳業需給変動対策特別事業」が当該取組として認定された。 

合理的な価格形成については、農畜産物の生産コストを考慮した価格形成

に向けた「食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律（食料シス

テム法）」が６月１８日に公布された。同法では、売り手と買い手に価格交渉

に誠実に臨む努力義務や、対応が不適切な場合は国が指導、勧告、公正取引

委員会へ通知するなどの規制的措置も盛り込まれ、令和８年１月３０日に指

定飲食料品等を「米穀」「野菜」「豆腐」「納豆」「飲用牛乳（成分調整を除く）」

と定めた省令が公布された。「飲用牛乳（成分調整を除く）」については、３

月２６日付にて「飲用牛乳のコスト指標作成推進会議」として農林水産大臣

へ団体認定に係る申請書が提出された（４月１７日付で認定）。指標の公表は

令和８年１０月が予定されている。 

以上のような情勢の中、酪農経営及び生乳需給の安定確保に向け、本会議

は６月２３日に農林水産大臣に対し、酪農経営の生産性向上に対する予算確

保や酪肉近等で定められた生産数量目標を実現するための措置等に関する

要請を実施した。 

また、農水省は、令和８年３月２６日付で畜産局長通知「生乳流通体制の

合理化の総合的な推進について」の一部改正を発出した。今後、指定団体の

「業務推進計画」の策定及び令和９年３月中の農水省への提出に向け本会議

での協議・検討及び支援に取り組む。 

 

（６）国際交渉の情勢 

米国の関税政策強化や保護主義的な通商政策の拡大・継続により、国際経
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済及び農産物貿易を巡る不透明感が一層高まった。また、ＣＰＴＰＰについ

ては英国加盟後も複数の新規加盟申請国との協議とともに、その他の経済連

携協定交渉も継続された。 

不安定化する国際社会の中、国際交渉の動向が与える影響は一層大きくな

っていることから、国内の生乳需給及び酪農経営の安定を図るためには、今

後も経済連携協定の拡大が国内需給に及ぼす影響を精査し、国内酪農の持続

可能性を確保するために必要な対応を講じていく重要性が高まっている。 

 

 

２ 円滑な事業の推進と機能発揮のための対応 

（１）事業実施に当たっての重点事項 

酪農家が「誇り」、「やりがい」、「夢」を持てる酪農産業の確立を目指し、

生産コストの上昇等を適切に生乳取引に転嫁できる環境整備などに取り組

んだ。農水省による各種制度の検討動向等を注視しつつ、①生乳需給安定化

対策、②指定団体の組織機能強化・流通対策、③酪農理解醸成活動を重点事

項に事業を実施した。 

 

（２）効率的な事業運営と財務改善 

現行の正職員体制を基本に、公募事業を活用し効率的な事業運営に努める

とともに、公募事業の業務量増加に対応するため派遣等での要員確保を図っ

た。 

組織運営は、現行会費及び賦課金を基本に、引き続き経費の縮減徹底と補

助事業等への管理費配賦により、収支均衡と財務体質の健全化を図った。 

理解醸成等の活動については、補助事業の活用及び事業精査等を含め、効

率的な事業実施に努めた。なお、節減となった賦課金は返還を行う。 

会議・研修会等の開催に当たっては、参集とウェブを組み合わせたハイブ

リット開催を基本に、それぞれを適宜合理的に組み合わせ効果と効率の最大

化を図りつつ運用を行った。 

 

 

 

第２ 事業の概況 

 

１ 生乳需給安定化・生産基盤対策 

（１）国内農業政策・国際交渉等への対応 

国は、４月に改正「食料・農業・農村基本法」を閣議決定、また「酪肉

近代化基本方針」を公表し、５月に酪肉近等に係る団体等向け説明会及び
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地方説明会を開催。食料・農業・農村基本法の改正を受け、初動５年間の

「農業構造転換集中対策期間」における施策を集中的に実行するに際し

て、本会議においては、酪農経営の生産性向上や酪肉近等で定められた生

産数量目標等の実現に向けた要請を行った。 

また、合理的な費用を考慮した価格形成の仕組みの法制化に向け、農水

省新事業・食品産業部主催による「適正な価格形成に関する協議会」及び

「飲用牛乳ワーキンググループ」に本会議も構成員として参画し、検討事

項等について意見を述べた。なお、政府は６月に「食品等の流通の合理化

及び取引の適正化に関する法律」（食料システム法）を公布し、令和８年４

月からの制度運用に向け、「判断の基準となるべき事項」及び「指定飲食料

品等の指定（米穀、野菜、豆腐、納豆、飲用牛乳（成分調整を除く））」に

係る省令を１月に公布。これを踏まえ、本会議においては「飲用牛乳のコ

スト指標作成推進会議」に参画し、農林水産大臣に対する団体認定に係る

申請書の作成・提出を行い、令和８年４月に認定指標作成等団体として正

式に認定された。 

さらに、国による経済連携協定の推進は、中長期的には、国内の生乳需

給に悪影響を及ぼすことが懸念されることから、本会議では全国連等の生

産者団体と連携した取り組みを行うとともに、必要に応じた情報収集等を

行った。 

 

（２）生乳需給安定化対策の実施 

① 令和７年度生乳需給安定化対策の実施 

令和７年度は酪農経営をめぐる環境や生乳需給、改正食料・農業・農村

基本法の下での政策展開等が不透明ななか、引き続き単年度の需給安定化

対策を実施し、従来の中期（３年間）需給安定化対策については、次年度

以降に改めて検討することとした。 

また、酪農家が意欲を持って生乳生産に取り組めるよう、国内市場への

供給は国産牛乳乳製品で行う（義務分以上の乳製品輸入を招かない）こと

を基本に出荷目標数量を制定した。あわせて中長期的な視点に立った生乳

の安定的な生産を下支えするため、「酪農乳業需給変動対策特別事業」へ参

画した。 

このほか、期中での適切な需給管理及び対応を行うとともに、適切な輸

入枠の設定・運用が行われるよう、国への働きかけを行った。 

 

ア 出荷目標数量の設定と実績等 

加工原料乳生産者補給金制度に基づく年間販売計画数量を精緻化の

うえ、指定団体別の出荷目標数量（北海道４,０４７千トン、都府県２,

８７２千トン）とし、その総量である６,９１９千トンを全国の出荷目標
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数量として設定した。 

令和７年度の受託乳量実績は、全国で６,８５２千トン（前年度実績比

（１００．４％）となり、出荷目標数量を６７千トン下回る結果となっ

た。地域別には、北海道３,９９８千トン（同１０１．１％）、都府県２,

８５５千トン（同９９．４％）であった。 

 

イ 乳製品在庫の増加等への対応 

国の支援を受け、生・処で実施する「酪農乳業需給変動対策特別事業」

に参加し、令和７年度の脱脂粉乳の対策実績は１２，４３２トンとなっ

た。これに伴い、脱脂粉乳の令和７年度期末在庫量は６９，５３０トン

（前年度比１３３．６％）となった。なお、この他に令和８年度に１３

千トンの在庫削減に取り組むことが決定された。 

 

ウ 需給状況の把握・情報提供及び必要な対応協議の実施 

生乳需給安定化対策が円滑に推進されるよう、用途別販売実績、指定

団体別旬別受託乳量、需給を巡る情勢などの需給関連データを集約して

定期的に提供し、指定団体の円滑な生乳受託販売に資したほか、指定団

体等に酪農経営や生乳需給に関する情勢をまとめた資料を定期的に提

供し、地域での需給対応を支援した。 

また適宜、指定団体・全国連実務責任者会議等において、需給上の課

題整理や対応の協議、情報の共有化等を行った。不需要期のうち特に年

末年始や年度末の余乳処理がピークとなる時期に、処理不可能乳の発生

が懸念されたなか、指定団体・全国連及び関係団体等の間で緊急連絡体

制を構築するなど連携を強化し、生乳処理の円滑な広域調整と万が一の

対応に備えるよう努めた。 

 

② 令和８年度の生乳需給安定化対策の検討 

第４０３回理事会（３月２５日開催）において、令和８年度は引き続き

単年度の需給安定化対策を実施するとともに、酪農家が意欲を持って生乳

生産に取り組めるよう、国内市場への供給は国産牛乳乳製品で行うことを

基本とした出荷目標数量を設定することを決定した。 

また、生産者団体として、中長期的な視点に立った生乳の安定的な生産

を下支えするため、「酪農乳業需給変動対策特別事業」に引き続き参画する

こととした。 

 

（３）生産基盤対策の実施 

酪農経営支援総合対策事業（中小酪農等対策事業）の事業実施主体として

応募し、独立行政法人農畜産業振興機構（以下、「機構」という）より採択を
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受け、暑熱対策等の需要期に対応した取り組みを支援した。 

また、令和６年度補正予算で措置された乳用牛長命連産性等向上緊急支援

事業の事業実施主体として、輸入依存度の高い配合飼料多給による乳量偏重

から長命連産性に重きを置いた牛群構成への転換を図る取り組みに対して

支援を行った。 

 

 

２ 指定団体の組織機能強化・流通対策 

（１）生乳取引交渉等支援 

指定団体の生乳取引交渉を側面から支援するため、酪農経営及び牛乳乳製

品市場等の動向を収集・分析のうえ、必要な情報を提供するとともに、酪農

経営を巡る厳しい情勢への関心の高まりに対し、消費者等広く国民へ酪農の

現状の理解醸成を図る観点から、本会議ホームページに受託農家戸数（月別、

都道府県別）を公表した。 

さらに、生乳需給、牛乳等の小売動向を注視するとともに、必要な情報の

収集・分析を行い、実態に即した酪農対策等が講じられるよう指定団体・全

国連等と一体となった対応を実施した。 

 

（２）生乳受託販売体制構築支援 

 ① 指定団体の組織、需給調整機能の強化、運営への支援、受託販売に係

る法務面などの課題に関して、指定団体に対する情報提供や専門家への

相談を行った。 

 

② 令和３年に農水省より発出された生乳流通の合理化に係る生産局長通

知に基づき、指定団体が作成した業務推進計画（令和７年度目標）が円

滑に推進されるよう支援するとともに、最終年度の進捗状況を取りまと

めて国に報告した。また、農水省が実施する指定団体等へのヒアリング

に同行し、各指定団体における生乳受託販売体制に係る課題等の把握を

行った。さらに、令和８年３月に一部改正された畜産局長通知に基づ

き、指定団体が新たな業務推進計画を策定するにあたっての方向性につ

いて検討を開始した。 

 

③ 国による現行の畜安法に係る需給対応の不公平感の是正に向け、畜安

法に関する諸課題を訴えるとともに、農水省が指定団体をはじめとした

生乳流通事業者を対象に開催した「生乳の需給等に係る情報交換会」（６

～３月の３回）に参加した。農水省は、令和７年４月１日付で畜安法の

省令改正を行い、指定団体が取引を拒める基準に関して、季節的な変動

要因を超えた増減に係る解釈、契約違反を繰り返す生産者への対応等の
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明確化とともに、季節変動を超過し年間安定取引とならない申し出につ

いて、指定団体が拒まない場合において追加的に生じた集送乳経費等を

個別に精算できること等が盛り込まれた。なお、８月に農水省及び公正

取引委員会と共同で「生乳の適正取引推進ガイドライン等説明会」を開

催し内容の周知を図った。さらに、農水省が「生乳需給安定クロスコン

プライアンス」を導入したことから、各指定団体で作成した拠出者リス

トを取りまとめ、農水省に報告を行った。 

 

④ 改正「物流効率化法」における運送・荷役等の効率化に向けた基本方

針、努力義務等が令和７年４月に施行されたことを受け、指定団体に対

応等について情報提供を行うとともに、令和８年４月に中長期計画の作

成や定期報告、物流統括管理者の選任等が義務付けられる特定事業者の

指定が施行されることを受け、その対応等に係る情報収集・提供を行っ

た。 

 

（３）指定団体の品質管理体制支援 

生乳生産及び流通段階での品質管理体制を強化することで、国産生乳の安

全・安心の確保を図り、安定的な生乳取引に資するため、以下の取り組みを

実施した。 

 

① 生乳生産現場における記帳・記録の保管の徹底及び業界関係者による支

援を通じて生乳への農薬残留事故等の発生防止が図られるよう、「生乳の

安全・安心の確保のための全国協議会」で決定した取組方針に基づき、指

定団体担当者会議等で協議を行い、以下の取り組みを実施した。 

 

ア 令和６年度に引き続き、重点記帳項目として、①動物用医薬品の投与

記録、②ミルカー・バルククーラーの洗浄確認記録、③農薬使用記録、

また、重点指導項目として、①動物用医薬品の休薬期間の遵守及び確認

検査の実施、②洗浄剤及び殺菌・消毒剤の適正使用の遵守を設定した。 

 

イ 全国統一的な取組を推進するための要領を策定するとともに、巡回時

に確認・指導すべき事項や方法等を見直し、適切な指導・巡回となるよ

う「巡回指導・指導者検証用マニュアル」を改訂し、提供した。 

 

ウ 原則として、農協、行政、乳業者等で構成する検証チームにより巡回

指導を実施した。指定団体を通じて、記帳状況を集約するとともに、重

点記帳項目の各項目について、「未記入」・「一部記入」の生産者について

は再巡回指導を実施した。また、記入漏れの要因等のヒアリングを実施
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するとともに、各地域での指導状況等について全国で共有を行った。 

この結果、２月末時点で、重点記帳項目「未記入」及び「一部記入」

は減少した一方、一部酪農家については「良好に改善」までには至らな

かった。 

 

エ 各地域での記帳・記録の保管の取組を支援するため、「令和８年度版生

乳生産管理チェックシート」を作成し、希望団体等に配布した。また令

和６年度に引き続き、記帳・記録の保管に係る酪農家の利便性向上や効

率的な巡回指導等に資するため、生乳生産管理チェックシート電子化検

討会を開催し、システムの仕様、導入・運用に係る課題の検討を行った。 

 

オ 安全・安心の取組の必要性及びその意義を改めて説明するとともに、

行政や乳業等を含む関係者が一体となって巡回指導等に取り組む事例

を共有する研修会を開催した。 

 

カ 安全・安心の取組の概要を共有するとともに、洗剤の適正使用を促す

啓発資料を作成し、指定団体へデータ提供を行った。 

 

キ 国内外での家畜伝染病の発生状況、生乳の安全・安心に関わる各種規

制や懸案事項等の情報を収集し、指定団体へ情報提供を行った。 

 

② 安全・安心の確保に係る情報の一層の共有化等、酪農・乳業関係者の連

携を図るため、関係団体等を通じて全国の獣医師及び乳業者に対し、令和

７年度の取組方針を共有するとともに、地域協議会への参画や酪農家への

指導等の協力依頼を行った。 

また、Ｊミルク設置の「安全性確保・品質向上委員会」に参画し、意見・

情報交換を行うとともに、Ｊミルクで実施している農薬等に係る定期的検

査（令和７年度の検査対象は、農薬・動物用医薬品・殺菌消毒剤）及びア

フラトキシンＭ１検査の実施に協力した。 

 

③ 生乳の風味の安定に係るバランスの取れた飼料設計や適切な飼養管理

の重要性についての啓発・普及活動に資するため、北海道大学が実施中の

「乳牛健全性向上に向けた生乳分析高度化事業（ＪＲＡ畜産振興事業）」

（令和６～８年度）において、バルク乳を提供するとともに、飼養環境調

査に協力した。 

 

④ 持続的社会の実現に向けた取り組みへの生活者の関心の高まりや、みど

りの食料システム戦略等を踏まえ、Ｊミルク設置の「ＳＤＧｓ推進ＷＴ作
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業部会」において意見・情報交換を行った。また、「酪農生産作業部会」に

おける検討等を踏まえ、Ｊミルクが制定・公表した酪農乳業アニマルウェ

ルフェアポリシーについて、本会議及び指定団体が「パートナーシップ協

力者」として申請を行った。また、農水省が令和５年にとりまとめた畜種

ごとの飼養管理に関する技術的な指針に係る項目ごとの達成目標年の設

定等を検討する「AW 専門的課題協議会畜種別専門委員会（事務局：畜産技

術協会）」に出席し、乳用牛に係る達成目標の妥当性等について生産者の立

場から意見を述べた。さらに、農水省が実施する、環境負荷低減に向けた

取組の「見える化」に向けた、畜産物（生乳）の温室効果ガス簡易算定シ

ート及びラベルの表示設定に係る調査に協力した。 

 

⑤ 万一、国内でＢＳＥ等が発生した場合に、国に対し再建支援対策の速や

かな再整備を要請するとともに、必要に応じ指定団体から互助基金への拠

出を求め、発生現場等への経営再建支援策等を講ずることとしているが、

令和７年度にＢＳＥ疑似患畜は発生せず、互助基金対応としている定期的

検査においても、拠出を求める事態は発生しなかった。 

 

（４）情報の収集、提供及び機関誌の発行 

① 情報の収集及び提供 

酪農関係者等に対して、海外も含め本会議が入手・取りまとめ・分析等

を行った最新の酪農関連情報を適時、適切に発信し、現在の酪農情勢や生

乳流通の実態・課題等についての情報提供に努めた。 

また、補助事業実施要領等の掲出などもホームページを通じた告知を行

い、広く酪農家並びに会員組織へ情報提供した。 

 

② 機関誌の発行 

本会議の事業実施状況や、酪農を取り巻く国内外の情勢、酪農政策・

制度等に関する正確な情報を提供するため、指定団体及び会員県連・農

協を対象とする「中酪情報」を年６回発行した。 

 

 

３ 酪農・国産牛乳乳製品理解促進広報事業 

厳しい経営環境が続くなか、以下により流通関係者も含めた業界内外への

情報の発信に努めた。 

  なお、江崎グリコからは、同社が実施した「ミルク愛すキャンペーン」を

通じて集まった寄付金（約 150 万円）の贈呈が本会議に行われた。 
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（１）酪農就農支援等事業 

新規就農に関わる関係者のプラットフォームとして、ＷＥＢサイト「酪

農家になりたい」を運営し、第三者継承への支援を行った。問い合わせの

あった就農希望者に対して、関係団体における相談窓口を紹介したほか、

相談時に必要となる情報を掲載し、具体的な検討を進めるための側面的支

援に努めた。また、関係団体を通じて就農した新規就農者や、第三者継承

により就農を実現した事例について、ピックアップ記事として掲載した。 

 

（２）中央情報発信事業 

① 酪農家（関係者）対応 

ア 酪農家が誇りをもてるよう、酪農が持続可能な社会の実現に資するこ

と等、酪農の社会的価値について、我が国唯一の酪農・国産牛乳乳製品

に関するオリジナル酪農専門誌「ミルククラブ」を通じ啓発・普及を行

った。 

 

イ 現行の畜安法下での契約や運用の法的課題、広報に際しての危機管理

等に係る専門的対応等を実施した。 

 

② 生活者対応 

ア オリジナル酪農専門誌「ミルククラブ」を発行（４回）し、牧場、生

産者組織、公共の図書館や学校等への配布に加え、全国の量販店へ設置

した。また、牛との触れ合いや牧場の仕事体験を通じ、酪農をもっと身

近に感じ、魅力を知ってもらうため、牧場体験ツアーを実施した。 

 

イ 量販店の担当者向け冊子「牛乳のコト」を発行（３回）し、売り場の

担当者が、酪農や牛乳乳製品の価値を理解し、牛乳乳製品のサプライチ

ェーンの一員であることを啓発した。 

 

ウ 日本旅行を検討している外国人向けに、日本の牛乳についての情報を、

多言語旅行情報サイトに掲載。日本の牛乳の特徴や美味しさの理由、購

入場所や選び方などを、日本語・英語・繁体字中国語・簡体字中国語で

紹介した。 

 

エ “ミルク”の語呂にちなんだ“３月６日午後９時”「ミルクの日のミル

クの時間」に、酪農応援アンバサダーの「高嶺のなでしこ」が出演する牛

乳尽くしの特別番組を放送した。 

 

オ 不需要期である３月中に、対象となる参加乳業メーカー23社・団体の
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54商品から牛乳 2本以上を買って、レシートと商品の画像を専用サイト

にアップロードして応募すると、抽選で賞品が当たるキャンペーンを実

施した。 

 

カ 「牛乳は生乳 100％」であることを発信していくため、ポスター・チ

ラシを作成し関係団体に配布したほか、動画を東京メトロの車内ビジョ

ンで配信した。 

 

キ 指定団体、全国連、関連団体や行政等が実施するイベントに協力・協

賛し、出展やツールの提供等を行った。 

 

  ク 一般紙を含めた報道関係者に対して、指定団体を中心とした生乳の流

通に係る制度や生乳の需給状況に係る理解醸成を図るため、2 月にメデ

ィア懇談会を開催した。 

 

（３）地域実践支援事業 

① 国内酪農業の価値向上につなげるため、酪農教育ファームファシリテー

ター（以下、「ファシリテーター」という）が学校や教育現場等と連携しな

がら「酪農教育ファーム活動」を推進した。活動の推進に際しては、伝染

性家畜疾病の発生及びまん延防止のため、引き続き、現場での飼養衛生管

理基準や感染症防疫マニュアルを順守しながら、消費者交流活動を実施す

るよう啓発した。 

  また、ファシリテーター数が引き続き減少しているため、令和６年度に

酪農教育ファーム専門委員会を開催し、現行の認証制度を検証した結果、

令和８年度からファシリテーターの更新制度を廃止などの改善案を取り

まとめ、酪農教育ファーム推進委員会で承認された。 

令和７年度は、新たな制度に向けた猶予期間として、認証牧場やファシ

リテーターに対し制度見直しについて周知徹底し、各地域と連携を図りな

がら、認証牧場及びファシリテーターの新規募集、審査、スキルアップ研

修会や認証研修会の開催などを行った。新たに２２人が認証を取得したが、

廃業などで４牧場、４人が減少し、令和７年度末には２１１牧場（前年差

４牧場減）、４８９人（前年差１８人増）となった。 

専門紙への広報等を通じて活動実践者の拡大を図ったほか、「ミルクク

ラブ」（年４回発行）の酪農教育ファーム活動紹介ページ「オープンセサ

ミ！牧場へ行こう」やホームページなどを通じて情報発信した。 

 

② 酪農が国内で存続していくために、酪農家自らが実践する牧場を核にし

た酪農教育ファーム活動など消費者コミュニケーションの取り組みを始
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め、酪農後継者同士、酪農家と就農を希望する学生や酪農に関心のある学

生などとの交流活動を推進している地域交流牧場全国連絡会（２８５会員、

前年差３会員減）の活動を支援した。 

 

（４）ＷＥＢを活用した情報発信等 

酪農・乳業関係者や消費者に対し、本会議が入手・取りまとめ・分析等を

行った各種情報を、以下の媒体により発信し理解醸成・活動支援を実施した。 

 

① ホームページ 

各事業の活動報告や関連資料、用途別販売実績等の統計資料を掲載する

とともに、定期刊行物（「中酪情報」「ミルククラブ」「感動通信」等）や製

作物（「メディア掲載広告」等）をデータにて掲載した。 

 

② メールマガジン 

登録した生活者や酪農関係者等に対し、最新の業界ニュースや本会議か

らのお知らせ等を記載したメールマガジンを月３回発行した。 

 

③ 業界紙等による広報 

日本農業新聞等に本会議酪農理解醸成活動に係る広告を出稿した。 

 

（５）国産ナチュラルチーズの振興 

ア 機構の「国産乳製品等競争力強化対策事業」を活用し、チーズ向け生乳

の生産及びチーズ製造を行う酪農家の乳質向上等の取組への支援を行っ

た。 

 

イ 酪農家ブランドの国産乳製品の品質向上、新たな販路の拡大等のため、

第１５回ＡＬＬ ＪＡＰＡＮナチュラルチーズコンテスト・展示試食会を

開催（平成９年度から隔年で開催）するとともに、令和５年度に実施した

米国における海外調査に係る報告会を併催した。なお、事業の実施に当た

り、機構の畜産業振興事業を活用し、事業の円滑な実施を図った。 

 

（６）災害対応事業 

生活者への理解醸成を図る上で、生乳が安定供給されていることが前提と

なることから、多発する自然災害による被災からの迅速な回復に資する取組

みを後押しする必要がある。このため、予め、理解醸成事業の事業費の一部

(6年度の賦課金繰り越し分及び 7年度の予算からの充当分）を積み立て、令

和７年２月１９日に発生した大火による岩手県大船渡市の区域に係る災害

及び８月５日から９月２１日までの間の豪雨及び暴風雨による災害で被害
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を受けた酪農家への見舞金に９９．９万円を充てた。 

 

（７）放射性物質・風評被害対策 

東日本大震災における、東京電力福島第一原発事故に伴う風評被害等によ

る国産牛乳乳製品の需要低下や生乳需給の混乱を回避するため、飼養管理改

善等に資する生乳自主検査への支援を継続し、東北地域に対し４３２万円の

助成を行った。 

 

（８）英国の酪農教育ファーム活動調査分析事業 

JRA の補助を受けて、英国における酪農教育ファームやアニマルウェルフ

ェア（AW）食品認証等、持続可能な酪農の確立に向けた先進的な取り組みの

実態を把握するための現地調査を実施（8月）し、報告書を取りまとめた。 

 

 

４ 牛乳定着化・地域支援事業 

「ＭＩＬＫ ＪＡＰＡＮ」運動のコンセプト（スローガン：牛乳が日本を

元気にする、メインターゲット：母親、訴求テーマ：ＪＡＰＡＮ ＭＩＬ

Ｋ『＝国産牛乳』）を基本に、指定団体が生産現場に近い強みを生かして独

自に展開する理解醸成活動等を支援することにより、国内酪農の理解者と

応援者の拡大等を図った。 

 

（１）ＷＥＢによる情報発信 

既存のＳＮＳ（Facebook、Instagram、Ｘ（旧 Twitter））を活用し、中央

情報発信事業と連動した酪農業への理解・応援獲得のための情報発信を実

施した。 

 

（２）イベント支援ツールの制作・貸出 

  地域で行うイベントで活用できる、スマホで行うＡＲクイズコンテンツ

の「探して！答えて！ミルクイズ牧場」を開発した。また、イベント用Ａ

Ｒゲームコンテンツ「MILK JAPAN おそうじチャレンジ」とイベント装飾キ

ットの貸し出しを行った。 

 

（３）共通ツールの作成・配布 

地域で活用できる酪農理解醸成のための共通ツール等を制作・提供し、

全国一体的な展開に繋げた。 

  

（４）企業コラボ等の実施 

ＪＡ全農Ａコープとコラボし、売り場での POP装飾、サイネージ動画配
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信、牛乳購入者へ MILK JAPAN レジ袋プレゼントを実施した。また、株式会

社イオンファンタジーの屋内プレイグラウンド「ちきゅうのにわ」とのコ

ラボ企画「ＭＩＬＫ ＰＡＲＫ」を開催し、スタンプラリー、ワークショッ

プ、なりきり屋台、おそうじチャレンジ、塗り絵、パネル展示、牛乳購入

レシート提示による入場料の割引等を行った。その他、関係団体等による

MILK JAPAN キャラクター使用を支援した。 

 

 

５ 理解促進地域広報事業 

地域の実態に即した広報活動（理解醸成活動、牛乳定着化事業、酪農教

育ファーム活動の推進、指定団体が自ら行う酪農家に対する指定団体の役

割等の啓発、指定団体が酪農家等に対して行なう生乳の特性や風味の安定

した生乳生産に係る適切な飼養管理等の研修会・勉強会、指定団体独自の

牛乳等無償提供の取組等）を実施できるよう、本会議より指定団体に１７

４百万円の助成を行った。 

 

 

６ 牛乳等不需要期需給対応事業 

年末年始・年度末の不需要期において、脱脂粉乳やバター在庫の積み増

し回避のため、指定団体が牛乳等を買い上げ、既存の需要に競合しない施

設等に無償提供する取組等に対し２９百万円の助成を行った。 

 

 

７ 酪農経営支援総合対策事業等 

（１）酪農経営支援総合対策事業 

① 中小酪農等対策事業 

中小酪農経営等を対象に、生産現場での飼養環境改善や暑熱対策の取組、

供用期間の延長への支援のため、令和７年度は、全国２３０団体（北海道

１１３団体、都府県１１７団体）の生産者集団、農協、農協連等に補助金

交付決定を行い、７年度末までに機構補助金２．７億円の助成を行った。 

北海道での事業実施に当たっては、ホクレン農業協同組合連合会に会員

農協からの申請書類等の取りまとめ等を委託した。 

なお、令和６年度事業は１２月に全ての精算払が完了し、最終的な実績

は全国２２９団体、補助金額１４．９億円となった。 

 

② 生乳流通体制合理化推進事業 

生乳流通コストの削減を通じた酪農経営の負担軽減や、生乳の需給調整

を図るため、令和７年度は、全国９団体（北海道５団体、都府県４団体）
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に補助金交付決定を行い、生乳流通合理化計画に基づく大型タンクローリ

ー及びバルククーラー等のリース導入等の取組を支援した。 

７年度末までの機構補助金の支払額は４団体で７２百万円となった。 

なお、令和６年度事業は５月に全ての精算払が完了し、最終的な実績は

全国５団体、補助金額７３百万円となった。 

 

③ 生乳生産者需要確保事業 

消費者等に対して理解醸成活動等を行うことにより、国産牛乳乳製品の

消費の維持、定着を図るため、指定団体が行う理解醸成活動に対して２２

百万円の補助を行った。 

 

（２）畜産経営災害総合対策緊急支援事業 

酪農経営災害緊急支援対策事業を実施し、令和７年度は、対象災害が令和

７年８月５日から９月２１日までの間の豪雨及び暴風雨による災害とされ

たことから、酪農経営の経営継続支援と、「搾乳継続計画」に基づく非常用電

源の整備等の取組を支援するため、７団体（北海道６団体、静岡県 1 団体）

に６３百万円の補助金交付決定をし、令和８年度に事業繰越を行った。 

 

（３）国産牛乳乳製品の需要拡大・競争力強化対策事業(（国産牛乳乳製品の需

要拡大等事業) 

酪農経営の状況が不安定化している中、脱脂粉乳の需給ギャップを埋め 

るため、ＥＣサイト等への販売流通形態の変更、脱脂粉乳等の新たな活用

方法の開発及び普及等、消費拡大のプロモーション等の取組の実施と指定

団体等への支援を１.１億円分行った。 

 

（４）国産チーズ生産奨励事業 

令和７年度国産チーズ生産奨励事業については、生乳を自らチーズに加工

し販売している酪農経営及び直接チーズ向け生乳として販売している酪農

経営の計３６戸に対し、令和８年６月末に奨励金を交付する予定。 

令和６年度は、全国３３戸に対し、計１５百万円の奨励金を支払った。な

お、令和６年度の奨励金は、必要な要件（記帳・記録の実施等の７つの取組

を実施）及び乳質基準（無脂乳固形分率等）を満たしたチーズ向け生乳数量

に対して６円/㎏、また、追加的な取組（特色あるチーズ生産の取組に+５円

/kg、輸出の取組に+４円/kg）、チーズ向け生乳の増加分が要件を満たす場合

（+２０円/kg）、さらに乳質基準を満たしたチーズ向け生乳の割合の増加分

（+２０円/kg）に、該当する酪農経営に対して奨励金を上乗せ交付した。 
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（５）乳用牛長命連産性等向上緊急支援事業 

輸入依存度の高い配合飼料多給による乳量偏重から長命連産性に重きを

置いた牛群構成への転換を図る取組に対する支援として、長命連産性等向上

精液等を利用する酪農経営体等に対し、奨励金（特別長命連産性等精液等１

回当たり９千円以内、長命連産性等精液等同６千円以内）を乳用牛１頭につ

き、上限２回までとして交付した。 

奨励金は、全国２０２団体（北海道９０団体、都府県１１２団体）の生産

者集団、農協、農協連等に対し支払い、総額は３１．９億円となった。 

 

（６）生乳暑熱対応推進緊急対策 

７年度補正予算により新たに措置された暑熱対策や人工授精から受精卵

移植に転換する取組を支援し、需要期生産の促進を図る「生乳暑熱対応推進

緊急対策」について、８年度から本格的に取り組むため事業説明会や要領の

作成、取組主体に対する意向調査の実施等を行った。 
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第３ 人  事 

 

１ 役  員 

令和７年６月２３日開催の定時会員総会、令和７年９月２５日及び令和８

年３月２５日開催の臨時会員総会において、次のとおり選任が行われた。 

役職 新  任 前  任 

理 

事 

一般社団法人全国農業協同組合中央会 

 代表理事会長  神農 佳人 

一般社団法人全国農業協同組合中央会 

 代表理事会長  山野 徹 

理 

事 

農林中央金庫 

 常務執行役員  爲井 清文 

農林中央金庫 

 常務理事  尾崎 太郎 

理 

事 

中国生乳販売農業協同組合連合会 

 代表理事会長  檜尾 康知 

中国生乳販売農業協同組合連合会 

 代表理事会長  温泉川 寛明 

理 

事 

四国生乳販売農業協同組合連合会 

 代表理事会長  三瀬 寿登 

四国生乳販売農業協同組合連合会 

 代表理事会長  河野 仁 

監 

事 

一般社団法人全国農業協同組合中央会 

 常務理事  藤間 則和 

一般社団法人全国農業協同組合中央会 

 専務理事  馬場 利彦 

監 

事 

ホクレン農業協同組合連合会 

 酪農畜産事業本部長  篠永 彰仁 

ホクレン農業協同組合連合会 

 酪農畜産事業本部長  西野 一 

 

２ 職  員 

令和６年度末及び令和７年度末における職員数は、次のとおりである。 

区 分  職 員 数 備  考 

令和６年度末 中央酪農会議事務所勤務 

 

 

他団体への出向 

 

２３ 

 

 

１ 

うち 

 正職員 １３ 

 嘱託職員 ８ 

 派遣職員 ２ 

 出向受入 １ 

 

令和７年度末 中央酪農会議事務所勤務 

 

 

他団体への出向 

 

２０ 

 

 

１ 

うち 

 正職員 １２ 

 嘱託職員 ６ 

 派遣職員 ２ 

 出向受入 １ 

 

※令和６年度、７年度は独立行政法人農畜産業振興機構からの出向受入。 
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第４ 主な処理事項 

 

 
 

 

 

 

 

年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

7． 4． 8 乳質向上計画策定会議

4． 9 フランス酪農情勢について記者懇談会

4． 15 第1回指定団体・全国連実務責任者会議

5． 20 第2回指定団体・全国連実務責任者会議

5． 21 会計士検査

5． 27 監事監査

6． 6 第399回理事会（書面）

　（1）令和7年度定時会員総会の招集及び附議事項に関する件

6． 13 第1回生乳需給の情報共有会議（WEB）

6． 17 第3回指定団体・全国連実務責任者会議

6． 23 定時会員総会

　（1）令和6年度（第63年度）事業報告・決算に関する件

　（2）任期満了に伴う役員の選任に関する件

〃 第400回理事会

　（1）会長、副会長並びに専務理事の互選に関する件

　（2）酪農経営及び生乳需給の安定確保に向けた要請に関する件

〃 農林水産省要請

6． 24 定時会員総会記者レク

6． 27 第1回英国の酪農教育ファーム活動の調査分析事業推進委員会

7． 8 第1回生乳の安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

7． 15 第4回指定団体・全国連実務責任者会議

7． 25 第1回英国の酪農教育ファーム活動の調査分析事業調査委員会

7． 30 酪農教育ファームスキルアップ研修会（WEB）

8． 9 英国の酪農教育ファーム活動の調査分析事業現地調査（～17日）

8． 19 第5回指定団体・全国連実務責任者会議

8． 20 生乳の適正取引推進ガイドライン等説明会（WEB　農林水産省・公正取引委員会との共催）

9． 8 業務推進計画ヒアリング・視察（～9日　九州）

〃 酪農現地研修（～12日　千葉県 皆川牧場）

9． 11 業務推進計画ヒアリング・視察（～12日　東北）

9． 16 第6回指定団体・全国連実務責任者会議

9． 18 業務推進計画ヒアリング（近畿　北陸）

9． 19 業務推進計画ヒアリング（全酪連　ホクレン）

9． 22 業務推進計画ヒアリング（全農）
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

9． 25 第401回理事会

　（1）令和７年度臨時会員総会附議事項に関する件

〃 臨時会員総会

　（1）役員の補欠選任に関する件

9． 26 業務推進計画ヒアリング（四国　東海）

9． 29 業務推進計画ヒアリング（関東）

9． 30 業務推進計画ヒアリング（中国）

10． 2 第1回理解醸成等担当者会議（WEB）

10． 8 第1回生乳生産者管理チェックシー電子化検討会（WEB）

10． 15 第15回 ALL JAPAN ナチュラルチーズコンテスト（～17日）

10． 21 第7回指定団体・全国連実務責任者会議

10． 23 第2回英国の酪農教育ファーム活動の調査分析事業調査委員会

10． 25 第16回全日本ホルスタイン共進会（～26日）

10． 26 ミルククラブ読者牧場体験ツアー（千葉県 須藤牧場）

11． 11 第8回指定団体・全国連実務責任者会議

11． 19 酪農教育ファームスキルアップ研修会（東京会場）

12． 1 酪農現地研修（～5日　熊本県 宮本牧場）

12． 4 中小酪農等対策事業 現地調査（～5日　北海道）

12． 9 第9回指定団体・全国連実務責任者会議

12． 11 「牧場しぼり」キャンペーン寄付贈呈式

12． 12 第2回生乳の安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

〃 マストバイキャンペーン説明会（WEB）

12． 16 第402回理事会

（1）令和8年度（第65年度）事業計画の策定に関する件

12． 19 酪農教育ファーム認証審査委員会（WEB）

12． 25 第2回生乳生産管理チェックシート電子化検討会

8． 1． 20 第10回指定団体・全国連実務責任者会議

2． 5 第3回生乳生産者管理チェックシート電子化検討会

2． 17 第11回指定団体・全国連実務責任者会議

2． 24 メディア懇談会

2． 25 酪農教育ファーム認証研修会（～26日・大阪会場）

3． 1 「牛乳を飲んで、酪農応援！プレゼントキャンペーン」開始　（～31日）

3． 2 酪農教育ファーム認証研修会（～3日・東京会場）

3． 4 生乳の安全・安心の確保のための取組に係る研修会（WEB）

3． 6 「ミルクの日のミルクの時間」記念日（午前9時・午後9時）TV特別番組放送
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年 月 日 処　　　理　　　事　　　項

3． 9 第2回理解醸成等担当者会議（WEB）

3． 11 第3回生乳の安全・安心の確保のための指定団体担当者会議

3． 18 第12回指定団体・全国連実務責任者会議

3． 23 第2回英国の酪農教育ファーム活動の調査分析事業推進委員会

3． 25 第403回理事会

（1）令和7年度（第64年度）補正予算に関する件について

（2）臨時会員総会附議事項に関する件について

（3）令和8年度常勤役員の報酬額に関する件について

〃 臨時会員総会

（1）役員の補欠選任に関する件

（2）令和8年度（第65年度）事業計画・収支予算に関する件

（3）令和8年度会費等の額及びその徴収方法に関する件

（4）令和8年度役員報酬の総額に関する件

〃 第404回理事会

（1）会長の互選に関する件について

3． 26 第27回生乳の安全・安心の確保のための全国協議会

3． 27 乳用牛長命連産性等向上緊急支援事業説明会（WEB　農水省共催）

3． 30 酪農教育ファーム推進委員会（WEB）
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令和７年度財務諸表 
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 310,847 254,816 56,031

         普通預金 1,656,515,718 1,967,285,861 ▲ 310,770,143

          現金預金合計 1,656,826,565 1,967,540,677 ▲ 310,714,112

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,982,835 69,649,077 333,758

         未収金 359,893,351 803,915,749 ▲ 444,022,398

         仮払金 500,140 482,283,747 ▲ 481,783,607

          その他流動資産合計 430,376,326 1,355,848,573 ▲ 925,472,247

          流動資産合計 2,087,202,891 3,323,389,250 ▲ 1,236,186,359

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定) 55,447,567 55,354,416 93,151

         投資有価証券 6,890,273 6,857,413 32,860

         住宅資金貸付金 6,500,000 6,500,000 0

         什器備品 1,927,046 2,648,932 ▲ 721,886

         ソフトウェア 501,850 1,003,697 ▲ 501,847

         敷　金 5,956,016 5,956,016 0

          その他固定資産合計 77,222,752 78,320,474 ▲ 1,097,722

          固定資産合計 77,222,752 78,320,474 ▲ 1,097,722

          資産合計 2,164,425,643 3,401,709,724 ▲ 1,237,284,081

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 503,842,037 2,635,372,309 ▲ 2,131,530,272

         預り金 872,996,772 26,748,032 846,248,740

          流動負債合計 1,376,838,809 2,662,120,341 ▲ 1,285,281,532

  ２．固定負債

         役員退任慰労引当金 7,666,667 5,666,667 2,000,000

         退職給付引当金 129,314,500 119,154,100 10,160,400

         賞与引当金 4,607,913 4,827,719 ▲ 219,806

          固定負債合計 141,589,080 129,648,486 11,940,594

          負債合計 1,518,427,889 2,791,768,827 ▲ 1,273,340,938

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

  １．指定正味財産

          指定正味財産合計 0 0 0

  ２．一般正味財産 645,997,754 609,940,897 36,056,857

          正味財産合計 645,997,754 609,940,897 36,056,857

          負債 及び 正味財産合計 2,164,425,643 3,401,709,724 ▲ 1,237,284,081

貸　　借　　対　　照　　表
令和８年３月３１日現在
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(単位：円）
科目名

Ⅰ 資 産 の 部

  １．流動資産

    (１) 現金預金

         現  金 310,847

         普通預金 1,656,515,718

           農林中央金庫 1,025,799,374

           みずほ 630,716,344

          現金預金合計 1,656,826,565

    (２) その他流動資産

         有価証券（消費・生産者） 69,982,835

           みずほ信託（生産者） 62,530,666

           みずほ信託（消費拡大） 7,452,169

         未収金 359,893,351

　　　　　受取賦課金等 359,893,351

　　　　仮払金 500,140

          その他流動資産合計 430,376,326

          流動資産合計 2,087,202,891

  ２．固定資産

    (１) その他固定資産

         普通預金(酪農安定化対策等資金) 55,447,567

         投資有価証券（酪農安定化対策等資金） 6,890,273

         住宅資金貸付金 6,500,000

         什器備品 1,927,046

         ソフトウェア 501,850

         敷　金 5,956,016

          その他固定資産合計 77,222,752

          固定資産合計 77,222,752

          資産合計 2,164,425,643

Ⅱ 負 債 の 部

  １．流動負債

         未払金 503,842,037

         預り金 872,996,772

　　　　　源泉税等 872,996,772

         仮受金 0

          流動負債合計 1,376,838,809

  ２．固定負債

         役員退職慰労引当金 7,666,667

         退職給付引当金 129,314,500

         賞与引当金 4,607,913

          固定負債合計 141,589,080

          負債合計 1,518,427,889

Ⅲ 正味財産 645,997,754

財　産　目　録
令和８年３月３１日現在

金額
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(単位：円）
科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

            受取会費 113,346,000 113,281,000 65,000

            受取補助金 4,918,997,283 5,943,151,479 ▲1,024,154,196 

            受取補助金返還金 22,501,082 191,697,164 ▲169,196,082 

            受取負担金 6,000,000 6,000,000 0

            受取賦課金 631,148,106 3,027,915,213 ▲2,396,767,107 

            雑収益 22,091,360 28,411,284 ▲6,319,924 

          経常収益計 5,714,083,831 9,310,456,140 ▲3,596,372,309 

      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 4,119,000 3,990,634 128,366

            給料手当 94,040,471 89,055,701 4,984,770

            臨時雇用賃金 9,338,910 9,443,877 ▲104,967 

            退職給付引当費用 4,472,000 3,757,128 714,872

            福利厚生費 16,460,500 16,142,588 317,912

            会議開催費 919,452 1,141,862 ▲222,410 

            旅費 2,416,960 2,385,353 31,607

            交通費 2,367,069 2,337,141 29,928

            減価償却費 402,000 526,945 ▲124,945 

            賞与引当繰入額 1,514,000 1,531,452 ▲17,452 

            賃借料 5,667,000 5,447,370 219,630

            印刷製本費 5,174,475 5,329,757 ▲155,282 

            通信運搬費 469,344 398,832 70,512

            諸謝金 2,585,479 2,065,000 520,479

            租税公課 16,268,700 15,493,000 775,700

            支払助成金 4,730,964,939 6,178,364,799 ▲1,447,399,860 

            賦課金返還額 90,269,790 2,158,116,270 ▲2,067,846,480 

            補助金返還額 6,330,620 2,848,780 3,481,840

            研修会開催費 1,920,372 2,872,685 ▲952,313 

            イベント開催・出展経費 31,626,370 0 31,626,370

            調査費 1,557,518 697,246 860,272

            委託費 158,745,342 99,293,738 59,451,604

            海外調査費 6,099,559 0 6,099,559

            広報活動費 24,552,502 18,286,591 6,265,911

            支援ツール制作 23,393,321 36,509,857 ▲13,116,536 

            広告掲載費 58,203,518 80,265,493 ▲22,061,975 

            保管費 4,505,275 4,408,618 96,657

            支援システム・HP保守管理 40,099,992 42,267,845 ▲2,167,853 

            調査分析費 440,000 517,000 ▲77,000 

            地域活動費 203,296,825 200,862,968 2,433,857

            雑費 345,928 409,420 ▲63,492 

          事業費計 5,548,567,231 8,984,767,950 ▲3,436,200,719 

正味財産増減計算書
令和７年４月１日から 令和８年３月３１日まで
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(単位：円）

科　　　　　　　　　目 当年度 前年度 増減

        管理費

            役員報酬 8,421,000 8,589,366 ▲168,366 

            給料手当 47,791,232 52,692,279 ▲4,901,047 

            退職給付引当費用 9,141,260 8,086,772 1,054,488

            退職給付費用 110,000 0 110,000

            福利厚生費 12,906,844 12,908,026 ▲1,182 

            会議開催費 2,709,738 3,055,874 ▲346,136 

            旅費 1,285,346 803,276 482,070

            交通費 1,641,044 2,019,919 ▲378,875 

            通信運搬費 1,298,182 1,357,405 ▲59,223 

            減価償却費 821,733 1,134,188 ▲312,455 

            消耗什器備品費 357,287 0 357,287

            消耗品費 1,659,302 1,366,998 292,304

            賞与引当繰入額 3,093,913 3,296,267 ▲202,354 

            賃借料 11,584,365 11,724,817 ▲140,452 

            印刷製本費 879,246 943,709 ▲64,463 

            諸謝金 2,034,010 1,858,670 175,340

            租税公課 177,170 169,490 7,680

            支払負担金 1,020,000 1,020,000 0

            雑費 1,397,169 1,232,485 164,684

            調査費 4,508,457 6,799,161 ▲2,290,704 

            渉外費 481,983 634,984 ▲153,001 

            過年度補助金返還額 16,140,462 188,774,202 ▲172,633,740 

          管理費計 129,459,743 308,467,888 ▲179,008,145 

          経常費用計 5,678,026,974 9,293,235,838 ▲3,615,208,864 

            当期経常増減額 36,056,857 17,220,302 18,836,555

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0

            税引前当期一般正味財産増減額 36,056,857 17,220,302 18,836,555

            当期一般正味財産増減額 36,056,857 17,220,302 18,836,555

            一般正味財産期首残高 609,940,897 592,720,595 17,220,302

            一般正味財産期末残高 645,997,754 609,940,897 36,056,857

Ⅱ 指定正味財産増減の部

            当期指定正味財産増減額 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 645,997,754 609,940,897 36,056,857
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法人会計

国内需給・基盤
安定化対策事

業
（旧一般）

小計
乳用牛長命連
産性等向上緊
急支援事業

R6中小酪農等
対策事業

R7中小酪農等
対策事業

R7生乳流通体
制合理化推進

事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

    １． 経常増減の部

      (１) 経常収益

            受取会費 111,247,161 2,098,839 113,346,000 0 0 0 0 0 0

            受取補助金 0 0 0 0 0 3,223,041,410 1,094,851,439 311,579,375 81,530,107

            受取補助金返還金 16,140,462 0 16,140,462 0 0 30,000 0 5,399,386 342,844

            受取負担金 6,000,000 0 6,000,000 0 0 0 0 0 0

            受取賦課金 1,350,432 0 1,350,432 27,366,476 586,967,698 1,765,422 19,001 98,283 3,345

            雑収益 4,808,352 0 4,808,352 1,920,898 15,362,110 0 0 0 0

          経常収益計 139,546,407 2,098,839 141,645,246 29,287,374 602,329,808 3,224,836,832 1,094,870,440 317,077,044 81,876,296

      (２) 経常費用

        事業費

            役員報酬 0 0 0 0 4,119,000 0 0 0 0

            給料手当 0 0 0 0 23,380,000 15,036,677 0 33,655,016 8,190,954

            臨時雇用賃金 0 0 0 4,756,068 1,690,942 2,891,900 0 0 0

            退職給付引当費用 0 0 0 0 4,472,000 0 0 0 0

            福利厚生費 0 0 0 0 6,314,000 2,242,929 0 4,921,230 936,124

            会議開催費 0 106,226 106,226 238,016 19,100 343,460 0 0 0

            旅費 0 199,320 199,320 781,790 1,236,280 8,580 0 190,990 0

            交通費 0 0 0 0 802,000 250,734 0 760,054 177,522

            減価償却費 0 0 0 0 402,000 0 0 0 0

            賞与引当繰入額 0 0 0 0 1,514,000 0 0 0 0

            賃借料 0 0 0 0 5,667,000 0 0 0 0

            印刷製本費 0 1,703,293 1,703,293 1,920,898 855,495 50,280 0 368,986 31,046

            通信運搬費 0 0 0 0 155,867 69,570 0 159,055 5,756

            諸謝金 0 90,000 90,000 65,000 1,710,462 112,000 0 0 0

            租税公課 0 0 0 0 16,245,300 23,000 0 400 0

            支払助成金 0 0 0 13,000,000 20,603,824 3,187,048,721 1,094,661,424 271,259,844 72,192,050

            賦課金返還額 0 0 0 269,790 90,000,000 0 0 0 0

            補助金返還額 0 0 0 0 0 0 0 5,399,386 342,844

            研修会開催費 0 0 0 42,580 1,877,792 0 0 0 0

          イベント開催・出展経費 0 0 7,883,003 0 0 0 0

            調査費 0 0 0 0 1,557,518 0 0 0 0

            委託費 0 0 0 159,500 38,259,060 16,200,621 64,938 316,543 0

          　海外調査費 0 0 1,597,271 0 0 0 0

            広報活動費 0 0 0 0 24,552,502 0 0 0 0

            支援ツール制作 0 0 0 0 23,393,321 0 0 0 0

            広告掲載費 0 0 58,203,518 0 0 0 0

            保管費 0 0 0 0 4,505,275 0 0 0 0

            支援システム・HP保守管理 0 0 0 8,053,732 32,046,260 0 0 0 0

     　     調査分析費 0 0 0 0 0 440,000 0 0 0

            地域活動費 0 0 0 0 203,296,825 0 0 0 0

            雑費 0 0 0 0 0 118,360 144,078 45,540 0

          事業費計 0 2,098,839 2,098,839 29,287,374 576,359,615 3,224,836,832 1,094,870,440 317,077,044 81,876,296

        管理費

            役員報酬 8,421,000 0 8,421,000 0 0 0 0 0 0

          　給料手当 47,791,232 0 47,791,232 0 0 0 0 0 0

        　  退職給付引当費用 9,141,260 0 9,141,260 0 0 0 0 0 0

   　       退職給付費用 110,000 0 110,000 0 0 0 0 0 0

            福利厚生費 12,906,844 0 12,906,844 0 0 0 0 0 0

            会議開催費 2,709,738 0 2,709,738 0 0 0 0 0 0

            旅費 1,285,346 0 1,285,346 0 0 0 0 0 0

            交通費 1,641,044 0 1,641,044 0 0 0 0 0 0

            通信運搬費 1,298,182 0 1,298,182 0 0 0 0 0 0

            減価償却費 821,733 0 821,733 0 0 0 0 0 0

         　 消耗什器備品費 357,287 0 357,287 0 0 0 0 0 0

            消耗品費 1,659,302 0 1,659,302 0 0 0 0 0 0

            賞与引当繰入額 3,093,913 0 3,093,913 0 0 0 0 0 0

            賃借料 11,584,365 0 11,584,365 0 0 0 0 0 0

            印刷製本費 879,246 0 879,246 0 0 0 0 0 0

            諸謝金 2,034,010 0 2,034,010 0 0 0 0 0 0

            租税公課 177,170 0 177,170 0 0 0 0 0 0

            支払負担金 1,020,000 0 1,020,000 0 0 0 0 0 0

            雑費 1,397,169 0 1,397,169 0 0 0 0 0 0

            調査費 4,508,457 0 4,508,457 0 0 0 0 0 0

            渉外費 481,983 0 481,983 0 0 0 0 0 0

            過年度補助金返還額 16,140,462 0 16,140,462 0 0 0 0 0 0

          管理費計 129,459,743 0 129,459,743 0 0 0 0 0 0

          経常費用計 129,459,743 2,098,839 131,558,582 29,287,374 576,359,615 3,224,836,832 1,094,870,440 317,077,044 81,876,296

            当期経常増減額 10,086,664 0 10,086,664 0 25,970,193 0 0 0 0

    ２． 経常外増減の部

      (１) 経常外収益

          経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

      (２) 経常外費用

          経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0

            当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0
            税引前当期一般正味財産増減額 10,086,664 0 10,086,664 0 25,970,193 0 0 0 0

            当期一般正味財産増減額 10,086,664 0 10,086,664 0 25,970,193 0 0 0 0

            一般正味財産期首残高 444,318,435 0 444,318,435 0 165,622,462 0 0 0 0

            一般正味財産期末残高 454,405,099 0 454,405,099 0 191,592,655 0 0 0 0

Ⅱ 指定正味財産増減の部 0

            当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

            指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 454,405,099 0 454,405,099 0 191,592,655 0 0 0 0

科　　　　　　　　　目
広域生乳

流通合理化
（一銭）

酪農理解
醸成事業

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
令和７年４月１日から 令和８年３月３１日まで
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(単位：円）

R7酪農経営災
害緊急支援対

策事業

R7生乳需要基
盤確保事業

R7国産乳製品
等需要拡大事

業

R6国産チーズ
生産奨励事業

R7国産チーズ
生産奨励事業

R7国産チーズ
競争力強化支
援対策事業

R7生乳暑熱対応
推進緊急対策

英国の酪農教育
ファーム活動調

査分析事業
小計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 113,346,000

5,001,928 21,995,577 110,847,467 15,026,235 2,501,954 49,515,224 39,036 3,067,531 4,918,997,283 0 4,918,997,283

588,390 0 0 0 0 0 0 0 6,360,620 0 22,501,082

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,000,000

2,088 683 7,040,257 0 6,065 4,598,956 3,904 1,925,496 15,463,500 0 631,148,106

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 22,091,360

5,592,406 21,996,260 117,887,724 15,026,235 2,508,019 54,114,180 42,940 4,993,027 4,940,821,403 0 5,714,083,831

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,119,000

4,252,777 0 4,454,599 0 2,071,134 2,999,314 0 0 70,660,471 0 94,040,471

0 0 0 0 0 0 0 0 2,891,900 0 9,338,910

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,472,000

620,258 0 658,060 0 312,549 455,350 0 0 10,146,500 0 16,460,500

0 0 0 0 0 111,950 0 100,700 556,110 0 919,452

0 0 0 0 0 0 0 0 199,570 0 2,416,960

108,015 0 148,141 0 49,617 70,986 0 0 1,565,069 0 2,367,069

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 402,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,514,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,667,000

19,105 1,480 0 0 28,685 19,895 2,200 173,112 694,789 0 5,174,475

3,861 6,030 0 0 38,034 9,571 21,600 0 313,477 0 469,344

0 0 0 0 8,000 363,950 19,140 216,927 720,017 0 2,585,479

0 0 0 0 0 0 0 0 23,400 0 16,268,700

0 21,988,750 35,184,091 15,026,235 0 0 0 0 4,697,361,115 0 4,730,964,939

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 90,269,790

588,390 0 0 0 0 0 0 0 6,330,620 0 6,330,620

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,920,372

0 0 0 0 0 23,743,367 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,557,518

0 0 77,442,833 0 0 26,301,847 0 0 120,326,782 0 158,745,342

0 0 0 0 0 0 0 4,502,288

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24,552,502

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23,393,321

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,505,275

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40,099,992

0 0 0 0 0 0 0 0 440,000 0 440,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 203,296,825

0 0 0 0 0 37,950 0 0 345,928 0 345,928

5,592,406 21,996,260 117,887,724 15,026,235 2,508,019 54,114,180 42,940 4,993,027 4,940,821,403 0 5,548,567,231

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8,421,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 47,791,232

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,141,260

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 110,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12,906,844

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,709,738

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,285,346

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,641,044

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,298,182

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 821,733

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 357,287

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,659,302

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3,093,913

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11,584,365

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 879,246

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,034,010

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 177,170

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,020,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,397,169

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,508,457

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 481,983

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16,140,462

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 129,459,743

5,592,406 21,996,260 117,887,724 15,026,235 2,508,019 54,114,180 42,940 4,993,027 4,940,821,403 0 5,678,026,974

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36,056,857

0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36,056,857

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 36,056,857

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 609,940,897

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 645,997,754

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 645,997,754

内部
取引
消去

合計
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財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

  重要な会計方針は次のとおりである。 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

  原価法によって計上している。 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

  定額法を採用している。 

（３） 引当金の計上基準 

  退職給付引当金・・・・職員の退職給与の支給に備えるため、自己都合期末要支給額に 

             相当する金額を計上している。 

  役員退任慰労引当金・・役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支 

             給額を計上している。 

  賞与引当金・・・・・・職員の賞与の支給に備えるため、期末要支給額に相当する金額 

             を計上している。   

（４） 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 
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２．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金等の
名称

交付者
前期末
残高

当期増加額 当期減少額
当期末
残高

貸借対照
表上の記
載区分

補助金

R7乳用牛長命連産性等向
上緊急支援事業

農林水産省 0 3,223,041,410 3,223,041,410 0

R6中小酪農等対策事業 （独）農畜産業振興機構 0 1,094,851,439 1,094,851,439 0

R7中小酪農等対策事業 （独）農畜産業振興機構 0 311,579,375 311,579,375 0

R7生乳流通体制合理化推
進事業

（独）農畜産業振興機構 0 81,530,107 81,530,107 0

R7酪農経営災害緊急支援
対策事業

（独）農畜産業振興機構 0 5,001,928 5,001,928 0

R7生乳需要基盤確保事業 （独）農畜産業振興機構 0 21,995,577 21,995,577 0

R7国産牛乳乳製品の需要
拡大等事業

（独）農畜産業振興機構 0 110,847,467 110,847,467 0

R6国産チーズ生産奨励事
業

（独）農畜産業振興機構 0 15,026,235 15,026,235 0

R7国産チーズ生産奨励事
業

（独）農畜産業振興機構 0 2,501,954 2,501,954 0

R7国産チーズ競争力強化
支援対策事業

（独）農畜産業振興機構 0 49,515,224 49,515,224 0

R7生乳暑熱対応推進緊急
対策

（独）農畜産業振興機構 0 39,036 39,036 0

R7英国の酪農教育ファー
ム活動調査分析事業

（公財）全国競馬・畜産振
興会 0 3,067,531 3,067,531 0

合計 0 4,918,997,283 4,918,997,283 0

(単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

0 0 0

4,208,380 2,281,334 1,927,046

2,509,238 2,007,388 501,850

6,717,618 4,288,722 2,428,896

 ソフトウェア

合計

科目

建物

什器備品

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
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附属明細書 

 

１．引当金の明細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：円）

目的使用 その他

5,666,667 2,000,000 0 7,666,667

119,154,100 11,613,260 1,452,860 129,314,500

4,827,719 4,607,913 4,827,719 4,607,913

退職給付引当金

賞与引当金

期末残高科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

役員退職慰労引当金
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＜監査報告：監事＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】

令和７年度　酪農乳業需給変動対策特別事業　実績

１．収入の部
（円）

令和７年度
計画

令和７年度
実績

差 摘要

　酪農乳業需給変動対策特別事業賦課金 1,013,940,000 1,029,668,759 15,728,759 15銭/kg

1,013,940,000 1,029,668,759 15,728,759

２．支出の部
（円）

令和７年度
計画

令和７年度
実績

差 摘要

0 574,570,359 ▲ 574,570,359

0 574,570,359 ▲ 574,570,359

３．年度明細
（円）

年度 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

令和７年度 0 1,029,668,759 574,570,359 455,098,400
Jミルク経費は見込み額での算出となっているため、実
績額との差は次年度同期に精算。

摘要

項目

収入合計

項目

収入合計

　酪農乳業需給変動対策特別事業実績
　　※（一社）Jミルクへ送金
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